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別添資料１ オープン化による経費削減額試算

　ホストコンピュータシステムのオープン化による関連経費の削減額は、平成１９、２０年度にはそれぞれ年間
約３億円と見込まれ、平成１７～２０年度までの４年間の経費削減額合計は、約６．４億円と試算される。
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（百万円）対象システム
年間総経費

- 人事・給与等業
　務・ｼｽﾃﾑ
- 会計業務・ｼｽﾃﾑ
- その他

現行ホスト
維持運用費用

会計業務･ｼｽﾃﾑ
ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ費用

会計業務・システム
(府省共通ｼｽﾃﾑ)へ移行

差額
-12百万

差額
-318百万

差額計
-643百万

オープン系システム
維持運用費用

（サーバ＋アプリ）

その他業務・開発経費

人事・給与等業務・ｼｽﾃﾑ
- 外務省固有分の開発経費
- （府省共通ｼｽﾃﾑ）へ移行

合計： 現状ライン

確定／実績

推定／見込

差額
-13百万

差額
-299百万

ホスト
継続運
用経費
5億円



別添資料２　最適化計画策定作業スケジュール

完全移行完了
10月、人事院導入 外務省導入

ﾌｧｰｽﾄﾕｰｻﾞ試行開始？

7～12月 1月～

本格運用開始
7～9月 1月～ 4月～

本格運用開始
6月～ 4月～

ホスト系システム
12～6月 7～3月 のオープン化完了

本格運用開始
7～10月 部分ﾘﾘｰｽ(4月) 4月～

ホスト撤去（脱ホスト）
4月以降

8月～

業
務
シ
ス
テ
ム

（

現
行
ホ
ス
ト
内
シ
ス
テ
ム
）

イ
ン
フ
ラ

人事･給与等業務
(外務省固有分)

会計業務

在外公館の
経理業務等

府
省
共
通

シ
ス
テ
ム

外
務
省
側

人事･給与等
業務

会計業務

ホスト系

オープン系

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

開発

開発

開発（並行運用・移行等含む）
導入計画策定

マイグレーション（並行運用・移行等含む）

最適化計画策定
1次開発 2次開発

継続運用（一部、縮退）

順次導入・運用実施

共通ｼｽﾃﾑ評価・導入

順次、他省庁導入

ホスト最適化の実現
最適化計画策定 全体行程管理

人事･給与等業務ｻｰﾊﾞ設置会計業務ｻｰﾊﾞ設置



 別添資料３　ホストコンピュータシステム接続関連図（現状）
　 　 　

　　

省内LANﾊﾟｿｺﾝ

（人事課 49台）

（省内ＬＡＮホームページ）

・職員録（所属検索）
・職員録（氏名検索）
・住所録検索
・職務進退

（データベースサーバ）

総合的文書管理ｼｽﾃﾑ

職務進退ページ

（省内ＬＡＮ）

（人事データ）

バッチデータ入力

新人事
システム
（入力）

DB

人事履歴
ファイル

人事現況
ファイル

・人事データ収集
・普通昇給処理
・昇格序列管理
・異動試案処理

　（人事院）
・給与実態調査

人事情報管理システム

省内ＬＡＮメール

人
事
デ
ー

タ
引
渡

（会計課 29台）

・毎月1日付
　ﾏｽﾀﾌｧｲﾙ
・当日現況
・任意現況

共済年金システム
（標準報酬月額算出）

・毎月の給与計算
・賞与計算
・給与法改定に
　伴う差額計算

給与システム

在外経費

ﾌｧｲﾙ

在勤手当計算
システム

バッチデータ
入力

職員別
給与簿

共済年金
マスタ

会計センター
ADAMSデータ引渡し

※

本ファイルを入
力して作成する
帳票多数あり。

MT

給与国内振込

　在勤手当
 （給与）

外国送金

MT

住所録サーバ

※

給与
（在勤手当）
マスタ

ホストコンピュータ

（給与・在勤手当データ）

会計センター
（ＡＤＡＭＳ）

経費国内送金

経費外国送金

在外公館側
在外経理ｼｽﾃﾑ在外経費ｼｽﾃﾑ

本省側
在外経理ｼｽﾃﾑ

（各在外公館）

会計
ファイル

ﾊﾞｯﾁﾃﾞｰﾀ入力ｵﾝﾗｲﾝ入力
会計システム

（経費執行管理）

ｵﾝﾗｲﾝ入力

省内LANﾊﾟｿｺﾝ （会計データ）

外務省

 → 日銀

 → 日銀



別添資料４　パソコン等に移行する小規模なアプリケーション等

国有財産管理 - 外務省所管の国有財産（在外公館）について、毎年３月末日期限をもって収集される「国有財産増減報告書」をもとに、会計

情報ｼｽﾃﾑ 検査院提出用資料を作成する。

在外債務資料 - 各在外公館における事務所等の賃借契約に関する借料の計算、集計等の事務処理をﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀにて行うことにより、迅速に

ｼｽﾃﾑ 各々の契約状況を把握することを目的としている。

子女教育実態 - 在外職員より報告される「在外職員子女教育実態調査票」を入力ﾃﾞｰﾀとしてﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀにて登録・集計処理を行い、子女教育

調査ｼｽﾃﾑ 手当の予算要求資料及び在外における子女教育実態分析資料の作成を行う。

在外職員住居 - 在外勤務の職員より提出された住居手当認定申請書より、必要項目別に集計された各種ﾘｽﾄを作成する。

実態調査ｼｽﾃﾑ

在外重要物品 - 各在外公館から送付されるW物品（高額）異動報告書の情報をﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀに登録し、各種資料の作成を容易に行うことを目的

管理ｼｽﾃﾑ としている。

公信管理ｼｽﾃﾑ - 国内宛の公信発信事務(件名簿の作成や管理等の業務)を支援するｼｽﾃﾑ。

便宜供与ｼｽﾃﾑ - 在外公館で取り扱っている便宜供与件数を、毎月「便宜供与報告」から集計し、各種資料の作成を行う。

免税店管理 - 在日外交団に対する消費税の免税店舗を管理するｼｽﾃﾑ。検索DBにﾃﾞｰﾀを登録し、任意の業種、地域等を指定してﾘｽﾄを作成

ｼｽﾃﾑ する。

在日外交団自動 - 在日外交官自動車管理事務の一部をﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀを利用して管理し、各種資料の作成を容易にすることを目的としている。

車管理ｼｽﾃﾑ - 定期的に更新している自動車ﾏｽﾀより検索用DBを作成し、端末からの検索による管理も行っている。

貿易統計ｼｽﾃﾑ - 財務省より提供される貿易量（輸出入）ﾃﾞｰﾀをﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀに登録し、ﾌﾞﾗｳｻﾞを用いた検索機能を提供する。

運用管理ｼｽﾃﾑ - ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑを正常稼働させるために必要となるﾗｲﾌﾞﾗﾘ管理、ﾃﾞｰﾀ（ﾃﾞｨｽｸﾎﾞﾘｭｰﾑ）ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ、ｼｽﾃﾑ関連情報ﾘｽﾄ、ﾊﾞｯﾁ

ｼﾞｮﾌﾞｽｹｼﾞｭｰﾙ等の管理・運用を行う。

ﾃｰﾌﾞﾙ管理ｼｽﾃﾑ - 各種の業務ｼｽﾃﾑの持つｺｰﾄﾞ情報に対応する内容（漢字、仮名の局課名称等）を論理的なﾃｰﾌﾞﾙに分割して管理する。

漢字情報ｼｽﾃﾑ - 情報検索ｼｽﾃﾑの漢字ﾃﾞｰﾀを収集し、漢字校正DBの更新、同DBの検索（ﾃﾞｰﾀの抽出）を行う。

汎用（収集） - 日付変換（西暦⇔和暦変換）や、漢字変換（EBCDIC⇔漢字）等、汎用的に使用する機能の提供を行う。

ｼｽﾃﾑ

情報検索用DB - 利用者側にてﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ上に構築されたﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを操作できる機能を提供する。

作成支援ｼｽﾃﾑ

Web連携機能 - ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ内の情報を、ﾌﾞﾗｳｻﾞを用いて提供している。

ｼｽﾃﾑ

ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ - 官房業務のﾃﾞｰﾀ入力・検索等をｵﾝﾗｲﾝで利用可能とするために構築された汎用的な機能。

ｼｽﾃﾑ名称 機能概要分類
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